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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.2 ▲ 9.5 ▲ 24.8 ▲ 18.0

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 39.7 ▲ 25.9 20.3 ▲ 25.0

⑤組合等負担等額 1.8 1.9 ▲ 13.1 ▲ 27.2

⑥債務負担行為 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 0.5 ▲ 9.3 ▲ 21.9 ▲ 19.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 1.0 ▲ 4.6 ▲ 23.6 ▲ 21.6

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 1.9 0.3 ▲ 11.1 ▲ 40.1

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 0.9 3.5 ▲ 0.8 ▲ 1.9

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 0.9 ▲ 4.3 ▲ 22.7 ▲ 21.9

※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 3.8 ▲ 22.0 ▲ 19.3 ▲ 10.4

0

H29決算

199,126

0

5.86476466 6.1%18.40315989  / ３ ＝

9,563

12,830

19,269

4,430

65,997

H29決算

H29決算

0

235,655

5,486

169,658

158,441264,523274,437

0

0

10,76210,731

H27決算

65,997

1,198,175

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算

242,797323,060

0 0

364,924

91,250

5,590

280,922

H28決算

5,637

5,731

217,167

H26決算

277,243

0

410,450

117,028

356,933

5,496

H25決算

121,603

290,873 293,422

H26決算

0 5,448

412,476

4,430 4,430

平成28年度

169,658
5.50812694%

6.1%

5.50812694

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 169,658

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)

7.03026829

29,387 29,906

13,735 19,181

0

東峰村

平成25年度

11.8%

平成26年度

10.4%
実質公債費比率

73,633

＝
235,655

1,367,833

8.7%

＝

H27決算

0 0 0 0

10,940

14,215 17,097

H28決算

202,014

H25決算

4,430 4,430

290,800372,172

0

0 0 0

30,467 26,476

平成27年度 平成29年度

7.4%

＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



45 　　　東峰村
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 4.6 3.6 1.8 ▲ 1.7

普通交付税額 ▲ 2.0 4.1 ▲ 6.8 ▲ 8.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 2.3 ▲ 0.2 ▲ 29.5 ▲ 4.0

標準財政規模(c) ▲ 1.2 3.9 ▲ 6.7 ▲ 7.1

算入公債費等の額(b) 0.9 ▲ 4.3 ▲ 22.7 ▲ 21.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.7 5.8 ▲ 3.3 ▲ 4.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 2.1 ▲ 26.3 ▲ 16.6 ▲ 6.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 9.4 ▲ 6.6 5.7 0.7

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 0.5 0.3 ▲ 0.9 ▲ 9.3

⑤組合等負担等額 ▲ 0.2 0.6 ▲ 14.3 ▲ 31.8

⑥債務負担行為 ▲ 88.9 1.2 ▲ 29.6 ▲ 56.1

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 21.7 ▲ 3.0 0.0 ▲ 7.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 9.1 ▲ 1.9 4.9 3.1

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 8.6 ▲ 5.4 ▲ 8.1 ▲ 10.6

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 1.5 ▲ 0.5 0.1 ▲ 1.5

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 2.2 ▲ 3.8 ▲ 2.6 ▲ 4.3
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 55.2 0.1 9.4 ▲ 16.5
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



46 　　　大刀洗町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.6 2.3 3.0 3.0

普通交付税額 ▲ 5.8 0.0 ▲ 3.0 ▲ 2.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 5.1 ▲ 5.5 ▲ 18.8 3.8

標準財政規模(c) ▲ 2.5 0.7 ▲ 1.1 0.5

算入公債費等の額(b) ▲ 2.2 ▲ 3.8 ▲ 2.6 ▲ 4.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.6 1.7 ▲ 0.8 1.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 54.0 ▲ 1.6 10.3 ▲ 17.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

H29決算

184,570

1,695,200

H28決算

5.46240848

H27決算 H28決算 H29決算

6.024451666.12075926

3,119,952

H27決算

702,573

3,769,137

H27決算 H29決算H28決算

675,802

227,267

3,141,7463,066,564

H26決算

240,531 191,508

629,996658,419

3,771,7423,795,754

1,885,0341,710,006

1,902,740

H26決算

1,736,868

1,791,738

H25決算

3,866,311

3,093,713

253,565

718,252

単年度の実質
公債費の比率

3,752,132

1,777,202

1,791,285

1,830,569

1,736,993

H25決算 H26決算

13.29825775 6.64660878

3,148,059

H25決算

1,137 

890 
864 864 

802 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

419

188 188

206

172
10.8%

9.6%
8.4%

6.2%

6.0%

13.3%

6.1% 6.0%

6.6%

5.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 10.0 2.0 3.1 0.4

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 皆減    皆増    皆減

⑤組合等負担等額 ▲ 68.9 ▲ 17.3 34.6 63.5

⑥債務負担行為 ▲ 1.7 ▲ 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.3

⑦一時借入金    皆増

元利償還金等(a) 6.1 1.5 2.8 0.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 16.5 ▲ 1.0 5.4 4.0

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） 33.4 ▲ 7.8 1.2 0.5

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 4.7 ▲ 1.2 ▲ 0.2 0.4

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 16.5 ▲ 1.8 4.6 3.4
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 5.9 6.1 0.4 ▲ 2.9

0
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448,204

0

7.71402419 7.5%22.71983343  / ３ ＝
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H26決算
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0

505,606

208,672

424,660

1,010
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221,852

254,811 296,934

H26決算

17,976 18,095

476,663

78,509 77,154

平成28年度

315,481
7.46437331%

7.5%

7.46437331

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 315,481

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)
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12,191 3,792
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0
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＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



47 　　　大木町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.3 3.8 1.3 0.6

普通交付税額 0.4 2.3 ▲ 2.2 ▲ 0.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 0.7 ▲ 4.3 ▲ 16.0 7.1

標準財政規模(c) 0.3 2.6 ▲ 1.3 0.6

算入公債費等の額(b) 16.5 ▲ 1.8 4.6 3.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.2 3.1 ▲ 1.9 0.4

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 4.8 2.9 2.3 ▲ 3.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

H29決算

183,258

1,271,643

H28決算

7.46437331

H27決算 H28決算 H29決算

7.541435947.32835580

2,934,892

H27決算

296,934

3,144,394

H27決算 H29決算H28決算

291,729

218,172

2,889,9682,847,460

H26決算

228,039 196,276

315,481305,095

3,205,4493,226,621

1,737,5301,637,866

1,268,070

H26決算

1,642,644

1,273,711

H25決算

3,135,587

2,879,768

229,651

254,811

単年度の実質
公債費の比率

3,184,863

1,705,830

1,302,619

1,727,406

1,274,199

H25決算 H26決算

7.70111942 7.71402419

2,880,776

H25決算

477 

506 513 
527 531 

0

100

200

300

400

500

600

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

222

209

221

222

216

8.0%
7.5% 7.5%

7.5%

7.5%

7.7%
7.3% 7.5%

7.7%

7.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

200

205

210

215

220

225

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 3.3 ▲ 6.5 ▲ 1.6 6.6

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 32.0 ▲ 1.5 34.5 ▲ 1.6

⑤組合等負担等額 ▲ 32.8 ▲ 34.3 24.1 29.1

⑥債務負担行為 4.0 17.5 ▲ 1.2 75.2

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 10.0 ▲ 8.3 3.4 8.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 8.4 ▲ 1.0 7.4 6.2

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 12.4 ▲ 13.7 ▲ 11.8 ▲ 2.3

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 0.1 0.1 0.5 ▲ 1.6

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 1.4 ▲ 5.7 ▲ 0.1 2.7
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 26.0 ▲ 14.8 12.8 23.7
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＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 624,692

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－
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(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)

5.75708075

126,455 84,970

110,151 74,918

0

広川町

平成25年度

9.2%

平成26年度

8.4%
実質公債費比率

250,618

＝
934,715

4,507,142

7.2%

＝

H27決算

0 0 0 0

192,270

73,773 99,213

H28決算

350,527

H25決算

16,948 16,740

859,044831,117

0

0 0 0

55,857 69,335

平成27年度 平成29年度

6.3%

＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



48 　　　広川町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.8 2.2 10.3 ▲ 2.5

普通交付税額 ▲ 6.7 0.6 ▲ 11.5 3.0

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 12.2 ▲ 6.0 ▲ 23.1 17.3

標準財政規模(c) ▲ 1.8 1.0 0.7 0.1

算入公債費等の額(b) ▲ 1.4 ▲ 5.7 ▲ 0.1 2.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.8 2.2 0.9 ▲ 0.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 24.6 ▲ 16.6 11.8 24.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 7.6 ▲ 7.2 9.0 3.1

②積立不足額

③満期一括償還債    皆増 0.0 0.0

④公営企業債等繰入額 12.4 5.2 6.4 2.7

⑤組合等負担等額 8.5 45.1 12.5 ▲ 21.3

⑥債務負担行為

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 5.6 ▲ 3.0 8.7 2.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 6.8 ▲ 2.3 2.8 2.8

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 1.1 ▲ 32.5 ▲ 23.5 ▲ 1.6

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 0.7 4.7 0.8 2.8

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 3.7 ▲ 12.7 ▲ 4.4 1.8
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 51.7 99.7 69.6 2.3

0
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6,252

3.99849261 3.4%10.45066828  / ３ ＝
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0
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0 0

平成28年度

305,206
4.13221598%

3.4%

4.13221598

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 305,206

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)
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10,105 10,959
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＝
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＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



49 　　　香春町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 5.3 2.6 1.6 ▲ 2.0

普通交付税額 ▲ 0.8 2.6 ▲ 2.3 ▲ 0.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 5.2 ▲ 5.6 ▲ 19.9 2.7

標準財政規模(c) 1.0 2.1 ▲ 1.9 ▲ 0.8

算入公債費等の額(b) 3.7 ▲ 12.7 ▲ 4.4 1.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

0.7 4.0 ▲ 1.6 ▲ 1.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 52.0 92.0 72.4 3.3

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 1.1 1.6 ▲ 11.9 ▲ 15.7

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 97.8 26.4 ▲ 28.4 77.1

⑤組合等負担等額 10.5 45.2 12.0 ▲ 22.9

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 31.6 ▲ 12.0 100.0 0.0

元利償還金等(a) 0.5 2.1 ▲ 11.5 ▲ 15.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） ▲ 0.6 0.8 ▲ 10.1 ▲ 12.5

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 5.7 ▲ 21.8 ▲ 18.3 ▲ 23.8

事業費補正（準元利）

密度補正（元利）

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 1.1 ▲ 1.4 ▲ 10.8 ▲ 13.2

※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

8.0 17.1 ▲ 14.2 ▲ 25.4

0
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＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 641,421

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)
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＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.3 2.4 5.6 ▲ 2.8

普通交付税額 ▲ 1.4 3.6 ▲ 4.8 ▲ 3.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 4.4 ▲ 1.0 ▲ 26.2 1.7

標準財政規模(c) ▲ 0.5 3.1 ▲ 3.5 ▲ 3.4

算入公債費等の額(b) ▲ 1.1 ▲ 1.4 ▲ 10.8 ▲ 13.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.3 4.4 ▲ 1.5 ▲ 0.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

8.4 12.2 ▲ 12.9 ▲ 24.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 0.4 ▲ 3.4 ▲ 1.3 ▲ 1.5

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 41.7 134.7 86.5 15.7

⑤組合等負担等額 1.1 5.7 ▲ 6.8 ▲ 31.6

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 45.9 108.8 5.7 ▲ 9.6

元利償還金等(a) ▲ 0.2 ▲ 1.7 ▲ 1.7 ▲ 5.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 5.1 ▲ 0.3 3.0 2.4

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 5.7 ▲ 22.1 ▲ 9.1 ▲ 16.0

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 2.6 1.7 4.5 1.4

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 1.8 ▲ 5.6 0.7 ▲ 1.2
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 5.0 8.2 ▲ 7.0 ▲ 16.1

0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.8 5.7 6.2 ▲ 1.3

普通交付税額 ▲ 0.7 3.2 ▲ 2.9 2.0

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 4.5 ▲ 1.6 ▲ 24.4 8.7

標準財政規模(c) ▲ 0.1 3.5 ▲ 1.8 1.4

算入公債費等の額(b) 1.8 ▲ 5.6 0.7 ▲ 1.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.4 5.0 ▲ 2.1 1.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 4.6 3.1 ▲ 4.9 ▲ 17.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 0.7 2.5 ▲ 1.1 9.7

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 0.0 ▲ 9.8 49.4 ▲ 64.6

⑤組合等負担等額 3.4 111.5 0.9 ▲ 21.6

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 ▲ 1.0 ▲ 2.4 ▲ 14.4 ▲ 30.7

元利償還金等(a) ▲ 0.6 6.2 ▲ 0.9 7.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 15.4 11.2 3.6 15.0

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 11.3 3.3 2.3 ▲ 4.8

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 2.2 1.8 2.3 1.4

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 7.5 8.5 3.2 9.9
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 13.5 1.4 ▲ 9.6 0.7
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



52 　　　川崎町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.2 6.8 4.8 ▲ 1.5

普通交付税額 ▲ 0.2 3.4 ▲ 1.9 2.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 1.0 0.9 ▲ 22.3 9.0

標準財政規模(c) ▲ 0.1 4.4 ▲ 0.8 1.6

算入公債費等の額(b) 7.5 8.5 3.2 9.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.4 3.6 ▲ 1.6 0.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 12.3 ▲ 2.1 ▲ 8.1 0.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 8.0 3.8 ▲ 0.1 5.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 7.7 45.0 13.7 ▲ 19.9

⑥債務負担行為

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 8.0 4.1 0.0 4.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 9.9 6.3 1.6 9.3

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 6.6 ▲ 40.8 ▲ 39.6 ▲ 63.5

事業費補正（準元利）

密度補正（元利）    皆増

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 7.1 ▲ 0.7 ▲ 2.1 5.4
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

10.8 19.9 5.8 3.5
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－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.9 10.9 3.5 ▲ 3.2

普通交付税額 ▲ 0.3 3.4 ▲ 2.7 2.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 3.0 ▲ 3.7 ▲ 24.6 5.9

標準財政規模(c) ▲ 0.8 4.6 ▲ 2.5 1.6

算入公債費等の額(b) 7.1 ▲ 0.7 ▲ 2.1 5.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 4.1 7.0 ▲ 2.6 ▲ 0.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

15.6 12.0 8.6 3.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 8.9 ▲ 12.7 ▲ 21.3 ▲ 10.8

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 0.0 ▲ 0.1 0.0 0.0

⑤組合等負担等額 18.3 46.4 14.9 ▲ 23.5

⑥債務負担行為

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 9.0 ▲ 11.4 ▲ 20.0 ▲ 11.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 13.0 ▲ 2.4 0.8 0.1

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 6.6 ▲ 17.1 ▲ 18.9 ▲ 35.2

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 1.1 0.8 ▲ 0.2 ▲ 0.1

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 7.4 ▲ 5.7 ▲ 3.3 ▲ 6.0
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

0
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0

-5.16442913 -4.4%-13.44505607  / ３ ＝
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＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 194,940

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)
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＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



54 　　　赤村
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.5 5.9 9.2 ▲ 1.5

普通交付税額 0.4 4.4 ▲ 3.0 ▲ 1.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 25.9 4.0

標準財政規模(c) 0.7 4.4 ▲ 2.1 ▲ 1.5

算入公債費等の額(b) 7.4 ▲ 5.7 ▲ 3.3 ▲ 6.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.5 6.4 ▲ 1.8 ▲ 0.7

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 1.8 1.0 1.7 ▲ 14.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 34.7 42.9 222.5 ▲ 70.1

⑤組合等負担等額 15.7 61.4 9.2 ▲ 1.6

⑥債務負担行為 0.0 0.0 ▲ 10.9 ▲ 37.1

⑦一時借入金 皆減

元利償還金等(a) ▲ 1.6 1.5 1.5 ▲ 16.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 5.5 3.9 4.4 ▲ 8.1

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 3.4 ▲ 11.3 ▲ 13.0 ▲ 18.5

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 4.7 3.9 4.7 3.8

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 2.8 ▲ 0.4 0.0 ▲ 10.0

※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 22.7 13.5 9.9 ▲ 48.1
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0

H25決算
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165,825 165,825

平成28年度

1,556,921
3.08309209%

4.7%

3.08309209

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 1,556,921

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)

5.23252896

14,917 17,252
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実質公債費比率
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＝
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＝
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＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



55 　　　福智町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.7 6.4 1.9 ▲ 0.6

普通交付税額 ▲ 1.6 0.5 ▲ 1.3 ▲ 4.6

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 2.2 ▲ 5.9 ▲ 21.5 0.0

標準財政規模(c) ▲ 1.0 1.6 ▲ 1.5 ▲ 3.3

算入公債費等の額(b) 2.8 ▲ 0.4 0.0 ▲ 10.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.1 2.2 ▲ 1.9 ▲ 1.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 21.0 11.0 12.0 ▲ 47.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

H29決算

300,768

4,954,471

H28決算

3.08309209

H27決算 H28決算 H29決算

5.232528964.71203062

5,936,938

H27決算

1,735,946

7,544,567

H27決算 H29決算H28決算

1,729,240

383,209

5,745,3365,808,621

H26決算

407,406 300,758

1,556,9211,729,629

7,302,2577,666,178

2,047,0281,884,892

5,321,975

H26決算

1,898,988

5,238,173

H25決算

7,623,641

5,823,523

416,774

1,688,968

単年度の実質
公債費の比率

7,553,152

2,019,824

5,263,145

2,058,958

5,193,426

H25決算 H26決算

5.96445668 5.86021554

5,934,673

H25決算

2,043 2,010 2,040 2,071 

1,734 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

354

274

311

341

17710.9%

7.6%

5.3%

5.2%

4.7%
6.0%

4.7%
5.2%

5.9%

3.1%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 2.7 1.4 1.6 0.0

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 3.8 2.7 13.5 ▲ 9.6

⑤組合等負担等額

⑥債務負担行為 ▲ 42.7 ▲ 51.9 ▲ 45.5 ▲ 4.0

⑦一時借入金 ▲ 90.4 59.5 ▲ 96.6 900.0

元利償還金等(a) 0.7 1.1 3.3 ▲ 1.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 4.1 ▲ 8.5 ▲ 3.4 ▲ 1.9

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） 1.0 2.5 ▲ 5.4 0.2

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 8.1 ▲ 2.1 ▲ 2.2 ▲ 2.1

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 2.5 ▲ 4.9 ▲ 4.0 ▲ 1.2
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 1.1 7.6 10.4 ▲ 2.2

0

H29決算

1,410,674

0

12.31124441 11.5%34.78816504  / ３ ＝
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＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 778,480

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



56 　　　苅田町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 5.1 3.2 ▲ 0.1 5.9

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額

標準財政規模(c) ▲ 5.1 3.2 ▲ 0.1 5.9

算入公債費等の額(b) 2.5 ▲ 4.9 ▲ 4.0 ▲ 1.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 6.0 4.2 0.3 6.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

5.1 3.3 10.1 ▲ 8.3

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 11.5 1.4 3.0 ▲ 3.0

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 10.1 ▲ 1.2 2.0 ▲ 3.7

⑤組合等負担等額 81.2 14.6 131.4 ▲ 43.3

⑥債務負担行為 ▲ 3.0 27.3 ▲ 21.3 21.6

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 7.0 1.8 2.6 ▲ 2.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 4.0 3.4 4.5 ▲ 1.1

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 1.2 ▲ 9.6 ▲ 13.2 ▲ 14.2

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 6.9 2.7 5.3 2.6

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 3.2 1.3 2.0 ▲ 2.5
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 37.5 4.6 5.2 ▲ 4.7
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＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 953,747

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



57 　　　みやこ町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 6.3 4.7 ▲ 4.5 4.7

普通交付税額 1.5 0.7 1.6 ▲ 5.2

臨時財政対策債発行可能額 1.8 ▲ 4.6 ▲ 15.7 ▲ 2.7

標準財政規模(c) ▲ 1.5 1.8 ▲ 1.7 ▲ 1.5

算入公債費等の額(b) 3.2 1.3 2.0 ▲ 2.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.2 1.9 ▲ 2.3 ▲ 1.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 36.1 2.7 7.6 ▲ 3.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 7.4 3.4 12.0 7.4

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 4.5 4.9 ▲ 3.5 3.6

⑤組合等負担等額 ▲ 33.6 4.6 24.9 ▲ 50.3

⑥債務負担行為 9.6 2.4 1.0 22.9

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 4.6 3.8 6.4 5.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 14.8 3.2 3.5 3.3

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） 4.2 3.4 ▲ 5.2 ▲ 20.4

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 0.5 ▲ 0.6 0.5 0.1

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 11.1 3.1 0.9 ▲ 3.2
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 6.5 5.3 17.5 19.8
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＝

H29決算単年
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－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



58 　　　吉富町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 8.0 1.9 8.7 ▲ 0.1

普通交付税額 ▲ 4.1 6.2 ▲ 5.0 ▲ 1.6

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.1 0.4 ▲ 23.8 5.7

標準財政規模(c) 0.3 4.1 ▲ 0.5 ▲ 0.6

算入公債費等の額(b) 11.1 3.1 0.9 ▲ 3.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.0 4.2 ▲ 0.7 ▲ 0.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 5.5 1.1 18.3 20.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 26.4 ▲ 20.6 ▲ 11.0 ▲ 12.0

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 4.6 0.1 ▲ 8.3 1.9

⑤組合等負担等額 ▲ 34.9 2.7 25.0 ▲ 52.6

⑥債務負担行為 ▲ 2.3 0.0 0.7 28.7

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 24.0 ▲ 17.8 ▲ 9.5 ▲ 9.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） ▲ 18.4 ▲ 4.1 ▲ 1.6 ▲ 0.1

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 3.3 ▲ 22.5 ▲ 19.3 ▲ 17.7

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 0.4 3.0 2.0 0.3

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 14.6 ▲ 8.6 ▲ 5.3 ▲ 3.3
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 48.5 ▲ 57.2 ▲ 47.8    皆減
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



59 　　　上毛町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 19.3 12.0 ▲ 7.2 6.3

普通交付税額 0.1 ▲ 3.5 ▲ 1.9 ▲ 5.0

臨時財政対策債発行可能額 2.9 ▲ 9.5 ▲ 18.7 ▲ 0.1

標準財政規模(c) ▲ 6.0 0.5 ▲ 4.4 ▲ 1.4

算入公債費等の額(b) ▲ 14.6 ▲ 8.6 ▲ 5.3 ▲ 3.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 4.0 2.3 ▲ 4.2 ▲ 1.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 46.3 ▲ 58.2 ▲ 45.5    皆減

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.9 ▲ 17.5 7.0 ▲ 2.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 5.0 5.1 ▲ 9.1 ▲ 2.4

⑤組合等負担等額 ▲ 69.5 15.0 119.5 ▲ 53.6

⑥債務負担行為 ▲ 77.4 0.0 2.7 150.3

⑦一時借入金    皆増 ▲ 25.0

元利償還金等(a) ▲ 3.9 ▲ 13.6 4.3 ▲ 1.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 5.9 ▲ 10.3 9.1 2.4

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 0.7 ▲ 15.0 ▲ 16.2 ▲ 6.9

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 1.1 1.8 0.9 0.7

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 3.7 ▲ 11.2 1.4 0.1
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 17.5 ▲ 19.2 11.5 ▲ 6.3

0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.1 4.0 2.4 ▲ 1.3

普通交付税額 ▲ 2.8 ▲ 1.0 ▲ 1.8 ▲ 1.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 4.7 ▲ 8.4 ▲ 20.1 4.7

標準財政規模(c) ▲ 2.0 0.3 ▲ 1.3 ▲ 1.3

算入公債費等の額(b) 3.7 ▲ 11.2 1.4 0.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 3.1 2.6 ▲ 1.8 ▲ 1.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 14.9 ▲ 21.2 13.5 ▲ 4.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）


